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・ 都市再生緊急整備地域は平成14年７月以降、全国で63地域指定。
・ 特定都市再生緊急整備地域は平成24年１月以降、全国で12地域指定。
・ 東京圏では、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の一部区域が都市再生緊急整備地域又は特定都市再生緊急整備地域
として指定されている（下図参照）。
・ 容積率の緩和等の都市計画の特例や、大規模で優良な民間都市開発事業に対する税制特例や金融支援等を活用可能。

都市機能の高度化について①
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○ 都市再生緊急整備地域や国際戦略総合特区等において、業務機能や商業機能、居住機能、宿泊機能等の都市機
能の集積が進展しているところである。
○ 都市機能の集積の効果をより増大させるためには、当該エリアへのアクセスの所要時間の短縮や乗換回数の低減
等を図り、都市機能の集積とあわせてアクセス利便性を向上させることが必要である。

都市再生緊急整備地域（平成14年７月～）・特定都市再生緊急整備地域（平成24年１月～）
○都市再生緊急整備地域：都市再生の拠点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域
○特定都市再生緊急整備地域：都市再生緊急整備地域のうち、都市の国際競争力の強化を図る上で特に有効な地域



・ 平成23年12月に全国で７区域指定。
・ 東京圏では、「つくば国際戦略総合特区」、「アジアヘッドクォーター特区」、「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特
区」の３区域が指定されている。
・ 各種規制・制度の特例、税制上の特例、財政上の支援、金融上の支援等を活用可能。

都市機能の高度化について②

2

国際戦略総合特区（平成23年12月～）

出典：内閣府地方創生推進室ＨＰより国土交通省作成



都市機能の高度化について③

・ 平成26年５月と平成27年８月に全国で計９区域を指定。
・ 東京圏では、東京都、神奈川県及び千葉県成田市が指定されている。

・ 「都市再生・まちづくり」、「教育」、「雇用」、「医療」、「歴史的建築物の活用」、「農業」等の各分野に係る規制改革メニュー等を
活用可能。

国家戦略特区（平成26年５月～）
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： １次指定

： ２次指定（地方創生特区）

※ ３次指定（地方創生特区第２弾）
として、①広島県・愛媛県今治市、
②千葉県千葉市（東京圏の拡大）、

③福岡県北九州市（福岡市に追加）
も指定される予定。



・ 平成３年３月以降、14都市を指定。
・ 平成20年頃まで、税制、資金確保、地方債の特例等により、中核施設の整備等を支援。

業務核都市について

八王子・立川・多摩

川崎

横浜

千葉

埼玉中枢都市圏

東京23区

土浦・つくば・牛久

町田・相模原

厚木

青梅

熊谷・深谷

成田・千葉ニュータウン

春日部・越谷
川越

木更津

業務核都市

業務核都市 承認・同意年月日 主な中核施設

千葉 平成3年3月19日 幕張メッセ
幕張テクノガーデン

木更津 平成4年3月30日 かずさDNA研究所
埼玉中枢都市圏 平成4年4月15日 さいたまスーパーアリーナ
土浦・つくば・牛久 平成5年2月1日 つくばカピオ
横浜 平成5年2月1日 パシフィコ横浜

横浜ランドマークタワー
クイーンズスクエア横浜
日産スタジアム

八王子・立川・多摩 平成7年8月1日 八王子学園都市センター
ファーレ立川センタースクエア

川崎 平成9年3月31日 ソリッドスクエア
ミューザ川崎
かながわサイエンスパーク

厚木 平成9年3月31日 厚木サテライト・ビジネス・パーク
熊谷・深谷 平成15年11月19日 テクノグリーンセンター
成田・千葉ニュータウン 平成16年3月23日 成田空港旅客ターミナルビル
町田・相模原 平成16年3月30日 さがみはら産業創造センター
春日部・越谷 平成18年3月16日 東部地域振興ふれあい拠点施設
川越 平成20年3月19日 鏡山酒造跡地活用施設

埼玉県農業大学校
青梅 平成21年4月15日 吉川英治記念館
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業務核都市（平成３年３月～）

東京都区部における人口及び行政、経済、文化等に関する機能の過度の集中を是正し、これらの機能の東京圏にお
ける適正な配置を図るため、東京圏における東京都区部以外の地域においてその周辺の相当程度広範囲の地域の
中核となるべき都市の区域。＜多極分散型国土形成促進法（昭和６３年６月法律第８３号）＞



都市機能の高度化への対応事例① （田町～品川駅間新駅）

○ ＪＲ東日本では、ＪＲ品川車両基地跡地開発において国際交流拠点の形成を行う品川開発プロジェ
クトを進めており、まちづくりと連携して2020年に田町～品川駅間に新駅の暫定開業を目指した検討
が行われている。

（出典）ＪＲ東日本プレスリリースより引用
5



都市機能の高度化への対応事例② （日比谷線新駅（虎ノ門地区））

○ 虎ノ門地区では、環状２号線の整備等を契機に、東京の新たなビジネス拠点を創出するため、周辺
開発等とあわせて日比谷線新駅が設置される予定である。

○ 日比谷線新駅整備事業の実施はＵＲ都市機構が、新駅の設計・工事の受託や供用開始後の運営
管理は東京メトロが行う。

（出典）東京都ＨＰより引用
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